
法令および定款に基づくインターネット開示事項

会 社 の 業 務 の 適 正 を
確 保 す る た め の 体 制
連結株主資本等変動計算書
連 結 注 記 表
株 主 資 本 等 変 動 計 算 書
個 別 注 記 表

第70期（2017年12月１日から2018年11月30日まで）

アヲハタ株式会社

法令および当社定款第15条の規定に基づきインターネット上の当社ホームペ
ージに掲載することにより、ご提供しているものであります。
（http://www.aohata.co.jp/ci002_ir/meeting/index.html）



会社の業務の適正を確保するための体制

内部統制システムの整備について、取締役会で決議した内容の概要は次
のとおりであります。

当社および当社子会社（以下、「当社グループ」といいます）は、効率
的な経営によって企業価値の最大化を図るため、経営上の組織体制や仕組
み・制度などを整備するとともに、企業の永続的な発展のために不可欠な
コンプライアンス体制の整備や、環境保全活動、地域・社会貢献活動など
に取り組み、お客様、株主様、お取引先様、役職員、地域・社会の方々か
ら信頼と満足を得られる魅力ある企業づくりを進めてまいりました。

当社グループの内部統制システムについて一層の改善を図るために、以
下の項目について決議しております。

１）取締役の職務の執行が法令および定款に適合することを確保するため
の体制
①　当社は、社訓「正直　信用　和」を経営の根幹に置き、「缶詰は中

身が見えないからこそ正直者がつくらなければならない」という信
念のもと遵法経営に徹しており、この経営理念に根差した倫理観、
価値観と遵法精神に基づく企業風土を醸成している。取締役は経営
判断においてもこの企業風土を尊重しなければならない。

②　当社は、機会あるごとに法令遵守や公正な会社運営の徹底を図って
いるが、役職員一人ひとりがより確実に実行できるようにするため
「アヲハタ行動規範」を制定し、取締役はこれを遵守する。

③　取締役会については取締役会規則により、毎月１回これを開催する
ことを原則とし、その他必要に応じて随時開催して取締役間の意思
疎通を図るとともに相互に業務執行を監督する。また、必要に応じ
て外部の専門家を起用し、法令・定款違反行為を未然に防止する。
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２）取締役の職務の執行に係る情報の保存および管理に関する体制
①　取締役は、その職務の執行に係る次の文書（電磁的記録を含む）お

よびその関連資料等について、それぞれの担当職務に従い、会社情
報取扱規程および書類取扱規程等の社内規程に基づいて適切に保
管・管理する。

・株主総会議事録
・取締役会議事録
・常勤取締役会、グループ経営執行会議、その他の重要会議議事録
・計算書類、連結計算書類
・取締役を決裁者とする決裁起案書
・その他、取締役の職務の執行に関する重要な文書

②　取締役および監査役は、常時、これらの文書を閲覧できるものとす
る。

③　「情報セキュリティ方針書」に則り、担当取締役を統括責任者とす
る情報セキュリティ委員会を開催し、情報セキュリティを維持する
ための当社グループ全体のマネジメント体制を整備する。

３）当社グループの損失の危機の管理に関する規程その他の体制
リスク管理に関する体制を整備するため、リスク管理規程を制定し、

当社代表取締役を委員長とするリスク管理委員会において当社グループ
全体のリスクを網羅的・総括的に管理するとともに、危機管理マニュア
ルを作成し、リスクカテゴリー毎の責任部署を定め、有事の際の迅速か
つ適切な情報伝達と緊急体制を整備する。

４）当社グループの取締役の職務の執行が効率的に行われることを確保す
るための体制
①　組織規程および業務分掌規程を制定するとともに、決裁基準表を定

め、それぞれの責任範囲と決裁手続を明確にすることにより、適正
かつ効率的に職務が行われる体制を整備する。
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②　連結ベースの中期経営計画および目標経営指標を策定し、当社グル
ープ全体で共有化する。また、当社間接部門が当社子会社の間接部
門をサポートする体制を構築するとともに、当社子会社の資金調達
の効率化のため、キャッシュ・マネジメント・システムを採用する。

③　当社グループおよび各部門間の有効な連携を確保するため、全社的
な重要事項について審議・検討するグループ経営執行会議を有効活
用し、迅速な意思決定と機動的な業務執行を図る。

５）当社子会社の取締役等および当社グループの使用人の職務の執行が法
令および定款に適合することを確保するための体制
①　当社グループの役職員が法令・定款および社訓・社是を遵守した行

動をとるための「アヲハタ行動規範」を制定し、周知徹底を図る。
また、法令・定款等に適合した企業行動・組織運営を行うための体
制を整備するため、コンプライアンス規程を制定し、当社代表取締
役を委員長とするコンプライアンス委員会において当社グループ全
体のコンプライアンスへの取り組みを推進し、当社グループの役職
員に対するコンプライアンス教育を行う。

②　当社グループのコンプライアンス上の問題の未然防止および早期発
見と適正な処置を行うため、内部通報制度「アヲハタグループ　コ
ンプライアンス110番」を設け、通報・相談窓口を社内と社外に複
数設置することにより、情報の確保と適切かつ迅速な対応に努める。

③　当社の内部監査部門は、当社子会社に対しても内部監査を行い、当
社子会社の職務執行が法令および定款に適合していることを確認す
る。

６）当社子会社の取締役等の職務の執行に係る事項の当社への報告に関す
る体制
①　当社子会社各社に対し、当社取締役から責任担当を定め、各子会社

の代表取締役または取締役として各子会社の取締役会に出席し、各
子会社の取締役の職務の執行についての報告を受ける。

②　当社子会社各社が経営上の重要事項に関して決議する場合、決裁基
準表に基づき、責任担当である当社取締役が事前の審査を行う。
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７）当社グループならびにその親会社および子会社から成る企業集団にお
ける業務の適正を確保するための体制
①　グループ経営執行会議は、当社グループの経営執行上の重要な戦略、

方針、課題を審議し、全体最適化の視点から方向付けを行う。また、
グループ経営合同会議は、当社グループの経営執行上の重要な経営
方針、戦略、課題を共有するための情報伝達を行う。

②　当社グループにおける業務の適正を確保するため、経営理念や行動
規範をグループ共通のものとするとともに、コンプライアンス、リ
スク管理に関する社内体制および規程等については、当社グループ
全体を対象として組織横断的に運用・管理を行う。

③　「内部統制運用規程」に則り、当社代表取締役を委員長とする内部
統制委員会を開催し、内部統制の整備および運用に必要な情報を収
集する。

④　当社は親会社であるキユーピー株式会社の企業集団に属しており、
連結経営目標を共有するとともに、リスクマネジメントやコンプラ
イアンスに関する情報交換を緊密に行っているが、一方で当社は東
京証券取引所上場企業であり、独自の企業グループを構成している
ので、内部統制システムに関しても当社グループ独自の体制を構築
している。

８）監査役がその職務を補助すべき使用人を置くことを求めた場合におけ
る当該使用人に関する事項

監査役の職務を補助する専任の担当部署または担当者は設置しない。
ただし監査役は、職務の執行に必要な場合は、使用人に監査役の職務の
遂行の補助を委嘱することができる。
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９）監査役の職務を補助すべき使用人の取締役からの独立性に関する事項
および指示の実効性の確保に関する事項

監査役より監査業務の補助に関する委嘱を受けた使用人は、その委嘱
事項に関して、取締役および上司等の指揮命令その他の制約を受けない。
また、当該使用人は、従来の業務に優先して監査業務の補助を行うもの
とする。

10）当社グループの取締役、使用人またはこれらの者から報告を受けた者
が監査役に報告をするための体制
①　監査役は当社グループの取締役会およびその他の重要な会議体に出

席する権限を有し、当社グループの取締役および使用人は、当該会
議においてその担当する業務の執行状況等に関する報告を行う。

②　当社グループの取締役、使用人またはこれらの者から報告を受けた
者は、次に定める事項を監査役に対し随時報告する。また、監査役
から当社グループの業務および財産の状況に関する報告を求められ
た場合は、要請に応じて速やかに報告を行う。

・株主総会に付議される決議議案の内容
・当社グループに著しい損害を及ぼすおそれのある事項
・重大な法令・定款違反
・経営状況に関する重要な事項
・内部通報制度の運用状況および通報内容
・その他、コンプライアンスおよびリスク管理上重要な事項

③　「内部通報等の取り扱いに関する規程」を制定し、当社グループに
おいて、内部通報者が正当に通報・相談したことを理由として不利
益な取り扱いを行うことを禁止し、その旨を当社グループの役職員
に周知徹底する。
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11）監査役の職務の執行について生ずる費用の前払または償還の手続その
他の当該職務の執行について生ずる費用または債務の処理に係る方針に
関する事項

監査役は、自らの職務の執行について、緊急または臨時に支出した費
用については、事後、会社に償還を請求することができる。また、監査
役より当該費用の前払請求があった場合には、必要性の判断を行った後、
対応するものとする。

12）その他監査役の監査が実効的に行われることを確保するための体制
①　当社代表取締役は監査役会に対して、業務執行取締役および重要な

使用人からヒヤリングを実施する機会を提供する。
②　監査役は、当社代表取締役と定期的に意見交換会を開催するととも

に、監査法人からは監査計画および監査結果について報告および説
明を受け、情報交換を行うなど連携を図る。また、リスク管理委員
会、コンプライアンス委員会などの内部統制に関与する社内組織お
よび内部監査部門は、監査役監査の実効性確保に係る各監査役の意
見を十分に尊重しなければならない。
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連結株主資本等変動計算書（2017年12月1日から2018年11月30日まで）

（単位：千円）
株　主　資　本

資本金 資本剰余金 利益剰余金 自己株式 株主資本合計
当期首残高 644,400 1,029,046 9,300,434 △14,988 10,958,891
連結会計年度中の変動額

新株の発行 270,700 270,700 541,400
剰余金の配当 △145,410 △145,410

　親会社株主に帰属する当
　期純利益 637,482 637,482

自己株式の取得 △771 △771
連結子会社株式の取得に
よる持分の増減 6,148 6,148
株主資本以外の項目の連結
会計年度中の変動額（純額） －

連結会計年度中の変動額合計 270,700 276,848 492,072 △771 1,038,848
当期末残高 915,100 1,305,894 9,792,506 △15,760 11,997,740

その他の包括利益累計額
非支配株
主持分

純資産
合計その他有価証券

評価差額金
繰延ヘッジ

損益
為替換算
調整勘定

退職給付に係る
調整累計額

その他の
包括利益

累計額合計
当期首残高 48,893 4,655 10,041 69,003 132,595 32,991 11,124,478
連結会計年度中の変動額

新株の発行 541,400
剰余金の配当 － △145,410
親会社株主に帰属する
当期純利益 － 637,482

自己株式の取得 － △771
連結子会社株式の取得
による持分の増減 － 6,148
株主資本以外の項目の連結
会計年度中の変動額（純額） △22,316 196 △30,661 △18,946 △71,727 △32,991 △104,719

連結会計年度中の変動額合計 △22,316 196 △30,661 △18,946 △71,727 △32,991 934,129
当期末残高 26,577 4,852 △20,619 50,057 60,867 － 12,058,608

（注）記載金額は、千円未満を切り捨てて表示しております。
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連　　結　　注　　記　　表
（連結計算書類の作成のための基本となる重要な事項）

１．連結の範囲に関する事項
⑴　連結子会社の数…………………４社

　　　　連結子会社の名称………………レインボー食品株式会社
テクノエイド株式会社
杭州碧幟食品有限公司
Santiago Agrisupply SpA
なお、東北アヲハタ株式会社は、当連結会計年度において当
社と合併したため連結の範囲から除外しておりますが、合併
時点までの損益計算書は連結しております。

⑵　非連結子会社の数………………２社
非連結子会社の名称……………烟台青旗農業科技開発有限公司

青島青旗食品有限公司
(連結の範囲から除いた
理由)……………………………非連結子会社２社の合計の総資産、売上高、当期純損益（持

分に見合う額）および利益剰余金（持分に見合う額）等は、
いずれも連結計算書類に重要な影響を及ぼしていないため連
結の範囲から除外しております。

２．持分法の適用に関する事項
持分法を適用していない
非連結子会社の名称……………烟台青旗農業科技開発有限公司

青島青旗食品有限公司
(持分法を適用しない
理由)……………………………非連結子会社２社は、当期純損益（持分に見合う額）および

利益剰余金（持分に見合う額）等からみて、持分法の対象か
ら除いても連結計算書類に及ぼす影響が軽微であり、かつ、
全体としても重要性がないため持分法の適用範囲から除外し
ております。

３．連結子会社の事業年度等に関する事項
連結子会社のうち、杭州碧幟食品有限公司およびSantiago Agrisupply SpAの決算日は12月
31日であります。連結計算書類の作成にあたっては、８月31日現在で実施した仮決算に基づ
く計算書類を使用しております。ただし、９月１日から11月30日までの間に発生した重要な
取引については、連結上必要な調整をおこなっております。
その他の連結子会社の決算日は連結決算日と一致しております。なお、当連結会計年度より連
結子会社のレインボー食品株式会社およびテクノエイド株式会社は決算日を９月30日から11
月30日に変更しております。
この決算期変更にともない、当連結会計年度において、2017年10月１日から2018年11月30
日までの14か月間を連結しております。
なお、決算期変更したレインボー食品株式会社の2017年10月１日から2018年11月30日まで
の売上高は537,726千円、営業利益は17,821千円、経常利益は19,234千円、税引前当期純利
益は19,234千円であります。テクノエイド株式会社の2017年10月１日から2018年11月30
日までの売上高は579,645千円、営業利益は35,172千円、経常利益は35,102千円、税引前当
期純利益は34,482千円であります。
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４．会計方針に関する事項
⑴　重要な資産の評価基準および評価方法

①　有価証券の評価基準および評価方法
子会社株式……………………移動平均法による原価法
満期保有目的の債券…………原価法
その他有価証券

時価のあるもの……………連結決算日の市場価格等に基づく時価法（評価差額は、全部
純資産直入法により処理し、売却原価は移動平均法により算
定）

時価のないもの……………移動平均法による原価法
②　デリバティブ取引により

生ずる債権および債務………時価法
ヘッジ取引についてはヘッジ会計によっております。

③　たな卸資産の評価基準お
よび評価方法…………………主として移動平均法による原価法（連結貸借対照表価額につ

いては収益性の低下に基づく簿価切下げの方法）によってお
ります。

⑵　重要な減価償却資産の減価償却の方法
①　有形固定資産…………………定額法によっております。

 (リース資産を除く) 　　　なお、主な耐用年数は以下のとおりであります。
建物及び構築物　　　　　　１年～58年
機械装置及び運搬具　　　　１年～20年

②　無形固定資産…………………定額法によっております。
（リース資産を除く）　　　なお、自社利用のソフトウエアについては、社内における利

用可能期間（５年間）に基づく定額法によっております。
③　リース資産……………………リース期間を耐用年数とし、残存価額を零とする定額法を採

用しております。
⑶　重要な引当金の計上基準

①　貸倒引当金
債権の貸倒れによる損失に備えるため、一般債権については過年度の貸倒実績率を基礎と
した貸倒見込率により、貸倒懸念債権等特定の債権については個別に回収可能性を勘案
し、回収不能見込額を計上しております。
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②　売上割戻引当金
当連結会計年度において負担すべき割戻金の支払に備えるため、売上高に対し会社の基準
（売上高に対する割戻支出予想額の割合）により発生主義で計算した額を計上しておりま
す。

③　賞与引当金
従業員に支給する賞与の支払に備えるため、当連結会計年度末における支給見込額に基づ
き計上しております。

④　役員賞与引当金
役員に支給する賞与の支払に備えるため、当連結会計年度末における支給見込額に基づき
計上しております。

⑷　退職給付に係る会計処理の方法
従業員の退職給付に備えるため、当連結会計年度末における退職給付債務および年金資産
の見込額に基づき、当連結会計年度末において発生していると認められる額を計上してお
ります。

①　退職給付見込額の期間帰属方法
退職給付債務の算定にあたり、退職給付見込額を当連結会計年度末までの期間に帰属させ
る方法については、給付算定式基準によっております。

②　数理計算上の差異および過去勤務費用の費用処理方法
過去勤務費用については、その発生時における従業員の平均残存勤務期間以内の一定の年
数（10年）による定額法により費用処理しております。
数理計算上の差異については、各連結会計年度の発生時における従業員の平均残存勤務期
間以内の一定の年数（10年）による定額法により按分した額をそれぞれ発生の翌連結会
計年度から費用処理しております。
未認識数理計算上の差異および未認識過去勤務費用については、税効果を調整の上、純資
産の部におけるその他の包括利益累計額の退職給付に係る調整累計額に計上しておりま
す。

⑸　重要な外貨建の資産および負債の本邦通貨への換算の基準
　　外貨建金銭債権債務は、連結決算日の直物為替相場により円貨に換算し、換算差額は損益

として処理しております。
　　なお、在外子会社等の資産および負債は、決算日の直物為替相場により円貨に換算し、収

益および費用は期中平均相場により円貨に換算し、換算差額は純資産の部における為替換
算調整勘定に含めております。
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⑹　その他連結計算書類の作成のための重要な事項
①　重要なヘッジ会計の方法

ヘッジ会計の方法…………………繰延ヘッジ処理によっております。
なお、為替変動リスクのヘッジについて振当処理の要件
を満たす取引については、振当処理によっております。

ヘッジ手段…………………………為替予約取引
ヘッジ対象…………………………外貨建輸入仕入取引
ヘッジ方針

輸入原材料等の購入価格の安定をはかるため、為替予約取引を利用しており、将来購入
する輸入原材料等の範囲で為替変動リスクをヘッジしております。

ヘッジ有効性の評価の方法
為替予約取引については、当該取引とヘッジ対象となる資産・負債または予定取引に関
する重要な条件が同一であり、ヘッジ開始時およびその後も継続して相場変動またはキ
ャッシュ・フロー変動を相殺するものであることが事前に想定されているため、有効性
の判定を省略しております。

②　消費税等の会計処理方法
税抜方式によっております。
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（連結貸借対照表に関する注記）
有形固定資産の減価償却累計額 9,317,051千円

（連結株主資本等変動計算書に関する注記）
１．当連結会計年度の末日における発行済株式の総数

普通株式 8,292,000株
２．当連結会計年度中におこなった剰余金の配当に関する事項

決 議 株式の種類 配当金の総額 １株当た
り配当額 基 準 日 効 力 発 生 日

2018年 2 月23日
定時株主総会 普通株式 72,705千円 ９円00銭 2017年11月30日 2018年 2 月26日

2018年 7 月５日
取締役会 普通株式 72,704千円 ９円00銭 2018年 5 月31日 2018年 8 月10日

３．当連結会計年度の末日後におこなう剰余金の配当に関する事項
2019年２月21日開催の定時株主総会において、次のとおり決議を予定しております。

配 当 金 の 総 額 74,502千円
配 当 の 原 資 利益剰余金
１株当たり配当額 9円00銭
基 準 日 2018年11月30日
効 力 発 生 日 2019年 2 月22日
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（金融商品に関する注記）
１．金融商品の状況に関する事項

⑴　金融商品に対する取組方針
　当社グループは、資金運用については主に流動性の高い金融資産で運用し、資金調達につい
ては設備投資計画に照らして、必要な資金を銀行借入により調達しております。また、短期的
な運転資金を銀行借入により調達しております。なお、デリバティブ取引は、後述するリスク
を回避するために利用しており、投機的な取引はおこなわない方針であります。

⑵　金融商品の内容及びそのリスク
　営業債権である受取手形及び売掛金は、顧客の信用リスクに晒されております。
　投資有価証券は、主に満期保有目的の債券および業務上の関係を有する企業の株式であり、
市場価格の変動リスクに晒されております。
　営業債務である支払手形及び買掛金は、そのほとんどが４か月以内の支払期日であります。
また、その一部には、原料等の輸入に伴う外貨建のものがあり、為替の変動リスクに晒されて
おりますが、必要に応じ為替予約取引を利用してヘッジしております。
　短期借入金は、主に営業取引に係る資金調達であり、長期借入金は、主に設備投資に係る資
金調達であります。
　デリバティブ取引は、外貨建の営業債務に係る為替の変動リスクに対するヘッジを目的とし
た為替予約取引であります。なお、ヘッジ会計に関するヘッジ手段とヘッジ対象、ヘッジ方
針、ヘッジ有効性の評価の方法等については、前述の連結計算書類の作成のための基本となる
重要な事項「４．会計方針に関する事項　⑹　その他連結計算書類の作成のための重要な事項
　①　重要なヘッジ会計の方法」をご参照ください。

⑶　金融商品に係るリスク管理体制
①　信用リスク（取引先の契約不履行等に係るリスク）の管理

　営業債権については、与信管理規程等に従い、与信会議において、取引先ごとに期日管
理および残高管理をおこなっております。

②　市場リスク（為替や金利等の変動リスク）の管理
　投資有価証券については、定期的に時価や発行体（取引先企業）の財務状況等を把握
し、市況や取引先企業との関係を勘案して保有状況を継続的に見直しております。
　デリバティブ取引については、デリバティブ取引に関する取扱規則に基づき、取締役お
よび関連する部門責任者からなる為替委員会において、協議・決定しております。

③　資金調達に係る流動性リスク（支払期日に支払を実行できなくなるリスク）の管理
　各部署からの報告に基づき、担当部署が適時に資金繰計画を作成・更新するとともに、
手許流動性の維持などにより流動性リスクを管理しております。

⑷　金融商品の時価等に関する事項についての補足説明
　金融商品の時価には、市場価格に基づく価額のほか、市場価格がない場合には合理的に算定
された価額が含まれております。当該価額の算定においては変動要因を織り込んでいるため、
異なる前提条件等を採用することにより、当該価額が変動することもあります。

⑸　信用リスクの集中
　当連結会計年度の連結決算日現在における営業債権のうち50.6％が特定の大口顧客に対す
るものであります。

－ 13 －



２．金融商品の時価等に関する事項
　2018年11月30日における連結貸借対照表計上額、時価およびこれらの差額については、次
のとおりであります。なお、時価を把握することが極めて困難と認められるものは含まれてお
りません（（注）２．参照）。

連結貸借対照表
計上額（千円） 時価（千円） 差額（千円）

⑴　現金及び預金 1,273,117 1,273,117 －
⑵　受取手形及び売掛金 3,769,055

　貸倒引当金(＊1) △18,728
3,750,326 3,750,326 －

⑶　投資有価証券 59,368 59,368 －
　資産計 5,082,812 5,082,812 －
⑴　支払手形及び買掛金 1,858,955 1,858,955 －
⑵　短期借入金 200,000 200,000 －
⑶　未払金 788,122 788,122 －
⑷　長期借入金 1,000,000 995,645 △4,354
　負債計 3,847,078 3,842,724 △4,354
デリバティブ取引(＊2) 6,971 6,971 －

（＊1）受取手形及び売掛金に計上している貸倒引当金を控除しております。
（＊2）デリバティブ取引によって生じた正味の債権・債務は純額で表示しており、合計で正味の

債務となる項目については、（　）で表示しております。
（注）１．金融商品の時価の算定方法ならびに有価証券およびデリバティブ取引に関する事項

資　産
⑴現金及び預金、⑵受取手形及び売掛金

　これらは短期間で決済されるものであるため、時価は帳簿価額と近似していることか
ら、当該帳簿価額によっております。

⑶投資有価証券
　投資有価証券の時価について、株式等は取引所の価格によっており、債券は取引先金
融機関等から提示された価格によっております。

負　債
⑴支払手形及び買掛金、⑵短期借入金、⑶未払金

　これらは短期間で決済されるものであるため、時価は帳簿価額と近似していることか
ら、当該帳簿価額によっております。

⑷長期借入金
　長期借入金の時価については、元利金の合計額を同様の新規借入をおこなった場合に
想定される利率で割り引いた現在価値により算定しております。

デリバティブ取引
　デリバティブ取引の時価は、取引先金融機関等から提示された価格等に基づき算定し
ております。
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２．時価を把握することが極めて困難と認められる金融商品
区分 連結貸借対照表計上額（千円）

非上場株式 168,184
非上場株式については、市場価格がなく、時価を把握することが極めて困難と認められること

から、「⑶　投資有価証券」には含めておりません。

（企業結合等関係）
　連結子会社との吸収合併について

　当社は、2018年７月20日に当社の完全子会社である東北アヲハタ株式会社との間で締結した合
併契約に基づき、2018年10月１日に同社を吸収合併いたしました。なお、本合併に先立ち、当社
は2018年６月29日付でキユーピー株式会社が保有する東北アヲハタ株式会社の全ての株式を譲
り受けております。
１．結合当事企業の名称及びその事業の内容、企業結合の法的形式、結合後企業の名称並びに取引

の目的を含む取引の概要
（１）結合当事企業の名称及びその事業の内容

結 合 当 事 企 業 の 名 称 東 北 ア ヲ ハ タ 株 式 会 社

事 業 の 内 容 農畜水産加工品の製造および販売

（２）企業結合の法的形式
当社を存続会社とする簡易合併

（３）合併後企業の名称
アヲハタ株式会社

（４）取引の目的を含む取引の概要
当社グループを取り巻く外部環境の変化への対応および次期中期経営計画の達成に向けた
体制整備を目的としておこなったものであります。

２．実施した会計処理の概要
　本合併は、「企業結合に関する会計基準」（企業会計基準第21号　2008年12月26日公表分）
および「企業結合会計基準及び事業分離等会計基準に関する適用指針」（企業会計基準適用指針第
10号2008年12月26日公表分）に基づき、共通支配下の取引として会計処理をおこなっておりま
す。当該合併に伴う抱合せ株式消滅差益50,867千円を当社個別計算書類において特別利益として
計上しております。
３．子会社株式の追加取得に関する事項
取得原価及び対価の種類ごとの内訳
取得の対価　現金及び預金　38,400千円
４．非支配株主との取引に係る親会社の持分変動に関する事項
（１）非支配株主との取引によって増加した資本剰余金の金額
　　6,148千円
（２）主な変動要因
　子会社株式の追加取得分の取得原価と、当該追加取得にともなう非支配株主持分の減少との差額
によるものであります。
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（１株当たり情報に関する注記）
１．１株当たり純資産額 1,456円69銭
２．１株当たり当期純利益 78円83銭

（重要な後発事象に関する注記）
１．重要な資産の譲受及び重要な契約の解除
　当社は、2018年10月17日開催の取締役会において決議された、株式会社中島董商店が保有す
る「アヲハタ」ブランドに係る商標権を譲り受ける契約を同日付で締結し、2018年12月３日に本
件譲受を完了しました。本件譲受と同時に、譲受の対象となる「アヲハタ」ブランドに係る株式会
社中島董商店・キユーピー株式会社間の商標の使用許諾契約およびキユーピー株式会社・当社間の
商標の再使用許諾契約はいずれも合意解約されました。

（１）譲受の理由
　生産・販売を一体とした事業体制に加え、さらに、「アヲハタ」ブランドに係る商標の企
画・管理についても当社が単独で判断し実行できる当社主導の事業体制を構築することが、意
思決定の迅速化ひいては多様化する顧客ニーズや嗜好の変化に対応する市場競争力の向上に
つながると判断いたしました。

（２）譲り受ける相手会社の名称
株式会社中島董商店

（３）譲受の対象となる資産の種類
「アヲハタ」ブランドに係る商標権

（４）契約の内容
上記資産の譲受に関する契約および上記資産に係る使用許諾、再使用許諾に関する契約の解約

（５）譲受及び契約解除の時期
2018年12月３日

（６）譲受価額
2,100百万円

（７）契約の締結及び解除が営業活動等へ及ぼす重要な影響
　上記譲受の理由に記載のとおり、「アヲハタ」ブランドに係る商標権を当社が保有すること
により、多様化する顧客ニーズや嗜好の変化に対応する市場競争力の向上につながると判断し
ております。また、ジャム類に限らず新たな領域でも「アヲハタ」ブランドを展開し、中長期
的な収益力の向上を目指してまいりますが、影響を算定することは困難であるため記載を省略
しております。
　なお、商標権の償却費の増加、ロイヤリティーの減少による影響は現在算定中です。
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２．多額な資金の借入
　当社は、2018年11月16日開催の取締役会決議に基づき、以下のとおり資金の借入を実行いた
しました。

（１）使途　　　　　　　　商標権の取得・設備投資
（２）借入先　　　　　　　株式会社三井住友銀行他５金融機関
（３）借入金額　　　　　　総額20億円
（４）借入利率　　　　　　固定金利
（５）借入実行日　　　　　2018年12月３日
（６）借入期間　　　　　　７年間
（７）担保の有無　　　　　無担保、無保証

－ 17 －



株主資本等変動計算書（2017年12月1日から2018年11月30日まで）

（単位：千円）
株　主　資　本

資本金
資本剰余金 利益剰余金

資本準備金 その他
資本剰余金

資本剰余金
合計 利益準備金 その他利益剰余金

別途積立金
当期首残高 644,400 714,563 314,483 1,029,046 127,890 8,000,000
事業年度中の変動額

新株の発行 270,700 270,700 270,700
別途積立金の積立 ― 430,000
剰余金の配当 ―
当期純利益 ―
自己株式の取得 ―
株主資本以外の項目の
事業年度中の変動額（純額） ―

事業年度中の変動額合計 270,700 270,700 ― 270,700 ― 430,000
当期末残高 915,100 985,263 314,483 1,299,746 127,890 8,430,000

株主資本 評価・換算差額等

純資産
合計

利益剰余金

自己株式 株主資本
合計

その他有価証
券評価差額金

繰延
ヘッジ
損益

評価・
換算差額等

合計

その他
利益剰余金 利益剰余金

合計繰越利益
剰余金

当期首残高 664,582 8,792,472 △14,988 10,450,930 48,395 4,655 53,051 10,503,981
事業年度中の
変動額

新株の発行 ― 541,400 ― 541,400
別途積立金の
積立 △430,000 ― ― ― ―

剰余金の配当 △145,410 △145,410 △145,410 ― △145,410
当期純利益 654,034 654,034 654,034 ― 654,034
自己株式の取得 ― △771 △771 ― △771
株主資本以外の項目
の事業年度中の変動
額（純額）

― ― △21,818 196 △21,621 △21,621

事業年度中の変
動額合計 78,624 508,624 △771 1,049,252 △21,818 196 △21,621 1,027,630
当期末残高 743,206 9,301,096 △15,760 11,500,182 26,577 4,852 31,429 11,531,612

（注）記載金額は、千円未満を切り捨てて表示しております。
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個　　別　　注　　記　　表
（重要な会計方針に係る事項に関する注記）

１．資産の評価基準および評価方法
⑴　有価証券の評価基準および評価方法

子会社株式………………………移動平均法による原価法
満期保有目的の債券……………原価法
その他有価証券

時価のあるもの………………決算日の市場価格等に基づく時価法（評価差額は、全部純資
産直入法により処理し、売却原価は移動平均法により算定）

時価のないもの………………移動平均法による原価法
⑵　デリバティブ取引により

生ずる債権および債務…………時価法
ヘッジ取引についてはヘッジ会計によっております。

⑶　たな卸資産の評価基準および評価方法
商品及び製品、原材料、仕掛品……移動平均法による原価法（貸借対照表価額については収益性

の低下に基づく簿価切下げの方法）
貯蔵品……………………………最終仕入原価法（貸借対照表価額については収益性の低下に

基づく簿価切下げの方法）
２．固定資産の減価償却の方法

⑴　有形固定資産……………………定額法によっております。
　(リース資産を除く)　　　　　なお、主な耐用年数は以下のとおりであります。

建物　　　　　　　　　　　１年～58年
機械装置　　　　　　　　　１年～10年

⑵　無形固定資産……………………定額法によっております。
（リース資産を除く）　　　　なお、自社利用のソフトウエアについては、社内における利

用可能期間（５年間）に基づく定額法によっております。
⑶　リース資産………………………リース期間を耐用年数とし、残存価額を零とする定額法を採

用しております。
３．外貨建の資産および負債の本邦通貨への換算基準

外貨建金銭債権債務は、決算日の直物為替相場により円貨に換算し、換算差額は損益として
処理しております。
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　４．重要なヘッジ会計の方法
ヘッジ会計の方法…………………繰延ヘッジ処理によっております。

なお、為替変動リスクのヘッジについて振当処理の要件を
満たす取引については、振当処理によっております。

ヘッジ手段…………………………為替予約取引
ヘッジ対象…………………………外貨建輸入仕入取引
ヘッジ方針

輸入原材料等の購入価格の安定をはかるため、為替予約取引を利用しており、将来購入す
る輸入原材料等の範囲で為替変動リスクをヘッジしております。

ヘッジ有効性の評価の方法
為替予約取引については、当該取引とヘッジ対象となる資産・負債または予定取引に関す
る重要な条件が同一であり、ヘッジ開始時およびその後も継続して相場変動またはキャッ
シュ・フロー変動を相殺するものであることが事前に想定されているため、有効性の判定
を省略しております。

５．引当金の計上基準
⑴　貸倒引当金

債権の貸倒れによる損失に備えるため、一般債権については過年度の貸倒実績率を基礎とし
た貸倒見込率により、貸倒懸念債権等特定の債権については個別に回収可能性を勘案し、回
収不能見込額を計上しております。

⑵　売上割戻引当金
当事業年度において負担すべき割戻金の支払に備えるため、売上高に対し会社の基準（売上
高に対する割戻支出予想額の割合）により発生主義で計算した額を計上しております。

⑶　賞与引当金
従業員に支給する賞与の支払に備えるため、当事業年度末における支給見込額に基づき計上
しております。

⑷　役員賞与引当金
役員に支給する賞与の支払に備えるため、当事業年度末における支給見込額に基づき計上し
ております。

⑸　退職給付引当金
従業員の退職給付に備えるため、当事業年度末における退職給付債務および年金資産の見込
額に基づき、当事業年度末において発生していると認められる額を計上しております。
過去勤務費用については、その発生時における従業員の平均残存勤務期間以内の一定の年数
（10年）による定額法により費用処理しております。
各事業年度の数理計算上の差異は、その発生時における従業員の平均残存勤務期間以内の一
定の年数（10年）による定額法により、それぞれの発生年度の翌事業年度から費用処理す
ることとしております。

６．その他計算書類の作成のための基本となる重要な事項
　消費税等の会計処理方法

税抜方式によっております。
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（貸借対照表に関する注記）
１．有形固定資産の減価償却累計額 9,076,001千円
２．関係会社に対する金銭債権および金銭債務の金額

短期金銭債権 1,159,173千円
長期金銭債権 248,050千円
短期金銭債務 634,928千円

３．取締役および監査役に対する金銭債務の総額 3,000千円

（損益計算書に関する注記）
関係会社との取引高

売上高 5,073,509千円
仕入高 4,067,019千円
販売費及び一般管理費 1,598,098千円
営業取引以外の取引高 85,999千円

（株主資本等変動計算書に関する注記）
当事業年度の末日における自己株式の数

普通株式 13,922株
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（税効果会計に関する注記）
繰延税金資産および繰延税金負債の発生の主な原因別の内訳

⑴　流動の部
（繰延税金資産）

未払事業税 14,932千円
賞与引当金 6,612千円
その他 66,812千円
繰延税金資産合計 88,357千円

（繰延税金負債）
為替予約 △2,119千円
繰延税金負債合計 △2,119千円
繰延税金資産の純額 86,238千円

⑵　固定の部
（繰延税金資産）

退職給付引当金 154,965千円
その他 169,602千円
繰延税金資産小計 324,568千円
評価性引当額 △1,267千円
繰延税金資産合計 323,300千円

（繰延税金負債）
その他有価証券評価差額金 △9,918千円
その他 △807千円
繰延税金負債合計 △10,726千円
繰延税金資産の純額 312,574千円
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（関連当事者との取引に関する注記）
１．親会社及び法人主要株主等

種類 会社等の名称
又 は 氏 名 所在地 資 本 金

( 千 円 )
事 業 の
内 容

議 決 権 等
の 所 有
(被 所 有)
割 合

(％)

関連当事者
と の 関 係 取引の内容 取 引 金 額

( 千 円 ) 科 目 期 末 残 高
( 千 円 )

親会社 キユーピー
株 式 会 社

東京都
渋谷区 24,104,140

各種加工
食品の製
造販売

直接
44.6 製品の販売 製品の販売

（注１） 4,868,298 売掛金 753,424

主要
株主等

株 式 会 社
中島董商店
（ 注 ３ ）

東京都
渋谷区 50,000

各種加工
食品の販
売

直接
11.1

製品の販売
役員の兼任

製品の販売
（注１） 11,857 売掛金 2,369

第三者割当
増資
（注２）

541,400 － －

　(注)　１．上記の金額のうち、取引金額には消費税等が含まれておらず、期末残高には消費税等が含
まれております。

２．取引条件および取引条件の決定方針等
（１）市場価格等を勘案して個別に協議の上、一般取引と同様に決定しております。
（２）第三者割当増資の発行総額は、当該第三者割当増資を決定した当社取締役会決議日

前営業日の取引終値に基づいて決定しております。
３．株式会社中島董商店は、同社の議決権の82.9％を親会社取締役中島　周氏およびその近

親者、ならびにこれらの者が議決権の過半数を所有している会社が所有するため「役員及
び個人主要株主等」にも該当します。
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２．役員及び個人主要株主等

種 類 会社等の名称
又 は 氏 名 所在地 資 本 金

( 千 円 )
事 業 の
内 容

議決権等
の 所 有
(被所有)
割 合

(％)

関連当事者
と の 関 係 取引の内容

取 引
金 額

( 千 円 )
科目

期 末
残 高

( 千 円 )

親会社の役
員及びその
近親者が議
決権の過半
数を所有し
ている会社
等（当該会
社等の子会
社を含む）

株 式 会 社
トウ・ソリュ
ー シ ョ ン ズ
（注３(1)）

東京都
調布市 90,000

コンピュー
タシステム
の企画、開
発、販売、
保守および
運 用 支 援

なし
コ ン ピ ュ
ー タ 関 連
の 保 守 業
務

システム
関連費用

通信費用

61,379

20,313

未払金 3,645

ソフトウエ
ア等の購入 164,981 未払金 110,397

親会社の役
員及びその
近親者が議
決権の過半
数を所有し
ている会社
等（当該会
社等の子会
社を含む）

株 式 会 社
ｎａｋａｔｏ
（注３(2)）

東京都
港　区 10,500

酒 類 ・
食 品
卸 売 業

なし 製品の販売 製品の販売 15,908 売掛金 2,784

　(注)　１．上記の金額のうち、取引金額には消費税等が含まれておらず、期末残高には消費税等が含
まれております。

２．取引条件および取引条件の決定方針等
市場価格等を勘案して個別に協議の上、一般取引と同様に決定しております。

３．　(１)　親会社取締役中島　周氏およびその近親者が議決権の過半数を所有している会社が、
議決権の80.0％を直接保有しております。

　　　(２)　親会社取締役中島　周氏およびその近親者が議決権の過半数を所有している会社が、
議決権の100.0％を直接保有しております。
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３．子会社等

種 類 会社等の名称
又 は 氏 名 所在地 資本金 事 業 の

内 容

議 決 権 等
の 所 有
( 被 所 有 )
割 合

(％)

関連当事者
と の 関 係 取引の内容 取 引 金 額

( 千 円 ) 科目 期末残高
( 千 円 )

子会社 東北アヲハタ
株 式 会 社

山形県
北村山
郡大石
田町

千円
20,000

調理食品
類、フル
ーツ加工
品の製造
および販
売

100.0
製品の仕入
役員の兼任

製品の仕入 3,230,893 買掛金 －

原料の供給 770,886 未収入
金 －

施設の賃貸 48,252 未収入
金 －

資金の貸付 696,196 短　期
貸付金 －

利息の受取 7,827 － －

子会社 テクノエイド
株 式 会 社

広島県

竹原市
千円

10,000

食品製造
設備の保
守管理な
らびに附
帯設備他
の維持管
理

100.0

食品製造設
備の保守管
理ならびに
附帯設備他
の維持管理
役員の兼任

資金の借入 308,175

短　期
借入金 188,083

１年内
返済予
定長期
借入金

140,000

利息の支払 197 － －

子会社
S a n t i a g o
Agrisupply
S p A

チ　リ
共和国
首都州

百万チリペソ
1,449

農産物の
加工・販
売

100.0
製品および
原材料の仕入
役員の兼任

資金の貸付 379,587

短 期
貸付金 284,893

長 期
貸付金 94,694

利息の受取 4,318

未収入
金 1,492

長 期
未収入
金

317

　(注)　１．上記の金額のうち、取引金額には消費税等が含まれておらず、期末残高には消費税等が含
まれております。

２．取引条件および取引条件の決定方針等
製品および原材料の仕入ならびに施設の賃貸については、市場価格等を勘案して個別に協
議の上、一般取引と同様に決定しております。貸付金および借入金の利率については、市
場金利を勘案して合理的に決定しております。

３．国内子会社との資金の借入および貸付は、キャッシュ・マネジメント・システムの資金運
用等にともなうものであります。

４．子会社との資金の借入および貸付の取引金額については、平均貸付残高または平均借入残
高を記載しております。

５．前期まで連結子会社であった東北アヲハタ株式会社については、2018年10月１日に当社
が吸収合併しており、取引金額は期首から2018年9月30日までのものであります。
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（企業結合等関係）
　連結子会社との吸収合併について

　当社は、2018年７月20日に当社の完全子会社である東北アヲハタ株式会社との間で締結した合
併契約に基づき、2018年10月１日に同社を吸収合併いたしました。なお、本合併に先立ち、当社
は2018年６月29日付でキユーピー株式会社が保有する東北アヲハタ株式会社の全ての株式を譲
り受けております。
　詳細は、連結注記表の企業結合等関係をご参照ください。

（１株当たり情報に関する注記）
１．１株当たり純資産額 1,393円03銭
２．１株当たり当期純利益 80円88銭

（重要な後発事象に関する注記）
１．重要な資産の譲受及び重要な契約の解除
　当社は、2018年10月17日開催の取締役会において決議された、株式会社中島董商店が保有す
る「アヲハタ」ブランドに係る商標権を譲り受ける契約を同日付で締結し、2018年12月３日に本
件譲受を完了しました。本件譲受と同時に、譲受の対象となる「アヲハタ」ブランドに係る株式会
社中島董商店・キユーピー株式会社間の商標の使用許諾契約およびキユーピー株式会社・当社間の
商標の再使用許諾契約はいずれも合意解約されました。
　詳細は、連結注記表の重要な後発事象に関する注記をご参照ください。

２．多額な資金の借入
　当社は、2018年11月16日開催の取締役会決議に基づき、以下のとおり資金の借入を実行いた
しました。
　詳細は、連結注記表の重要な後発事象に関する注記をご参照ください。
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